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　▼…「村を町と改称し、以て人心を

振興し本村将来の使命及之に処する

覚悟を徹底せしめ、永遠の発達を要

望すること切なり」。大正12年、北海

道庁長官に対し 2級町村制下の静内

村長が宛てた、1級町村昇格の嘆願書

の一節である。完全に独立した自治

体への住民の願いが込められている。

　▼…2級町村下での役場吏員は、長

官が任命した村長以下数名。歳出の

大半が、役場費と村医費で占められ

ていたことからも、村の役割がごく

限定されていたことが想像できるだ

ろう。そんな町村の行政機能をごく

一部に限定した「2級町村制復活論」

が、最近の合併論議の中で時折顔を

のぞかせることがある。

　●特集　……………………………　電子自治体と住民参加

　●最前線リポート　………………　有害情報書き込み禁止条例　

　●212ふるさと情報　……………　北の「花めぐり情報」満載

　●自治体北南　……………………　村長が合併問題に「ハイ答えます」

　●ＤＡＴＡ   ………………………　世界で１番子供の少ない国

　▼…合併支援策が並ぶ一方で、合

併の流れに乗り遅れたり、「NO」と

言ったり、したくてもできない市町

村にとって、確かに、生き残りの道は

険しい。「合併が無理なら、防災と衛

生の一部を20人ほどの職員でやって

はどうか」。そんなことを国が言い出

しかねない雰囲気も感じられる。

　▼…合併論議の落とし穴に気付い

た福島、岩手両県は「合併しないマ

チ」に対する支援策の検討に乗り出

した。コミュニティを埋没させるの

ではなく、生かしながら機能を分担・

連携する 工夫もあるはずだ。国が言

い出す前に、地方からの逆提案が

あってもいい。2級候補を多く抱える

道庁に、何か知恵はないのか。（梶）
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「後から効く」のが特級酒
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　「電子政府・電子自治体構

想」が、総務省を中心に急ピッ

チで進められています。2000

年 1月の「ｅ－ＪＡＰＡＮ戦

略」に基づき、「5年以内に世界

最先端の IT大国」となること

を目指す国の重点政策だから

です。

　■住民台帳から電子窓口

サービスへ

　電子政府・自治体構想は、こ

れまで書類や対面方式で行ってきた行政内部や

行政と国民・事業者との間の業務や手続をオン

ライン化し、ネットワークを通じて国・地方が

一体的に情報を共有・活用する新たな行政シス

テムの構築を目指しています。これにより、行

政を効率化し、国民の利便性を高めつつ、産業・

経済のＩＴ化も牽引しようというのが、大きな

狙いです。

　2001年 10月に総務省が公表した推進プログ

ラムでは、地方公共団体の電子化は①国・地方

を結ぶネットワークの基盤整備②インターネッ

ト上での本人確認のしくみづくり③電子窓口

サービスの推進～という 3つのステップを設定

しています。第 1段階では住民基本台帳ネット

ワークの稼動（2002年8月）を目標としていま

すが、全国の自治体と中央省庁を専用回線で結

ぶ「総合行政ネットワーク（LGWAN）」＝図参

照＝に接続された自治体は26市町村（4月1日

現在）で、かなり遅れ気味となっています。

　第 3段階では、これまで窓口まで行かなけれ

ばならなかった各種の申請手続きがパソコン上

で居ながらにしてできる「電子申請システム」を

（町村編）

行政の効率化・利便性に重点

整備し、地方税の電子申告、電子調達、さらに

は地方選挙における電子投票のモデル実験にま

で踏み込む計画です。

　■立ち遅れている IT専門職の人材育成

　電子自治体構想の推進は、市町村合併とも関

連しています。特に、「合併すると、役所が遠く

なり、行政サービスが低下する」といった合併

消極論に対し、電子自治体による地理的な制約

の解消が強調されています。

　しかし、LGWANの整備の遅れや、3年間で1

万人を目指している自治体の専門職員の配置、

インターネット利用環境の地域間格差、高齢者

や障害者らのデジタル・デバイド（情報格差）の

問題など、課題は多く残されています。中でも、

ネットワークの運営にとって重要なセキュリ

ティや、個人情報保護などメディア・リテラシー

（情報の適正処理）に対応した職員・人材養成の

立ち遅れが、ハード面の整備以上に今後の大き

な課題となりそうです。

（町村編）　電子自治体と住民参加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　特　集
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住民参加の道具としての視点を
電子自治体の取り組みが比較的先

行している神奈川県横須賀市の場合

は、市役所内の「情報の共有化」を

キーワードに、まず公文書のデジタ

ル化と管理システムの整備が進めら

れました。文書の作成から保存にと

どまらず、全文検索など高度な機能

を持ち、起案・決済などの日常的な

業務の効率化が図られています。

■新しいコミュニティづくり目指

して

この結果、年間約1億円の人件費削

減と約140万枚の紙の節減効果を上

げています。また、意思決定の迅速化など行政

の質の改善についても、一定の成果が期待され

ています。

電子自治体構想では、こうした行政内部の業

務の効率化から、さらに進んで、行政サービス

の高度化をも視野に入れています。「電子政府に

関する国民の意識調査」でも、「各種申請・届出」

「相談・問い合わせ」「行政情報データサービス

提供」などのサービスに高い期待が寄せられま

した。

しかし、電子自治体構想が、行政の効率化・住

民サービスの利便性向上を大きな柱とする一方

で、「情報の共有化」に象徴されるネットワーク

の基本的な特性・機能を、新しいコミュニティ

の形成につなげていこうとする視点がやや乏し

いようにも見えます。言葉を変えると、官から

民への上意下達を効率化するのではなく、官と

民が相互に情報を受発信する「双方向性」を生

かした、ネットワークの活用をもっと前面に出

すべきではないでしょうか。

■ネットワークの「双方向性」を生かす

この点について、総務省の推進プログラムで

は、インターネットを利用した新しい市民参加

システムの構築に取り組む神奈川県藤沢市の例

を紹介しています。市民から公募した委員によ

る市民電子会議室の設置や、市民同士あるいは

市民と行政との自由な意見交換を支えるネット

ワーク上のフォーラムなどは、本来の住民自治

の実現につなげる積極的な試みであり、電子自

治体の一つのモデルを提示していると言えます。

単に便利で効率的なシステムにとどまらず、

行政による説明責任を果たし、住民意思を反映

させるための道具として ITを活用することが、

実は重要なのではないか。現在多くの自治体が

運営しているホームページを見ても、一方通行

型の情報が目立ち、住民が本当に知りたい情報

とのギャップが見受けられるだけに、残念な気

がします。

また、住民参加型のまちづくりに ITを活用す

ることは、国の電子自治体構想の推進を待たず

とも自治体・住民の意識次第で可能なことでも

あるのですが…。

藤沢市が描く電子自治体のイメージ
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　岡山市のホームページ上で管理・運営する掲

示板に「有害情報」を書き込むことを禁止する

「電子掲示板に係る有害情報の記録行為禁止に関

する条例」が、5月から施行されました。条例は

書き込み禁止の「有害情報」を次のように定義

し、罰則規定も設けました。

　①個人のプライバシーを侵害する②他者の誹

謗、中傷③他者に財産的不利益、精神的苦痛を

与える④不当な差別を助長する⑤性的好奇心を

そそる⑥非行・犯罪をあおる

　これら「有害情報等」の書き込みがあった場

合、市長はその全部または一部を削除できると

しています。ただし、その日時と理由の明示を

義務付け、削除された情報を書き込んだ者には、

その情報の復帰請求の道も開いています。

　■パブリックコメント 86％が支持

　全国に先駆けた条例制定の背景には、イン

ターネット上に開かれた掲示板に被差別地区に

関する書き込みが見られたことがきっかけだそ

うです。市議会でも論議を呼んだことから、市

はプロジェクトチームを設置して検討を重ねた

結果、有害情報の書き込みに対する全面的な禁

止は難しいが、市が管理運営するホームページ

については、「インターネットの正しい利用の促

進と人権意識の高揚に寄与することができる」

として、条例案を策定しました。

　パブリックコメントには387件の意見が寄せ

られました。このうち 334件が条例制定に賛成

する意見で、「自治体としての責任を明確にして

対応する姿勢を評価する。全国の自治体のモデ

ルとなる」といった内容が目に付きました。一

方で、「条例に頼らなくとも、掲示板の運用で対

応可能だ。言論・表現活動の規制行為について

は、慎重に対処すべき」「インターネットの可能

性を否定し、自由な討論の場を損なう」「市政批

判、市長に対する建設的な批判までもが封殺さ

れかねない」などの反対論もありました。

　■ 8つの掲示板を幅広く活用

　インターネットの発展によって、自治体は住

民と直接的に情報を受発信する手段を手に入れ

ました。特に、市町村の運営するホームページ

上の掲示板の「広聴機能」は、住民参加の機会

を広げるものとして活用されるようになってき

ています。しかし、一部の「非建設的」な発言・

書き込みが、結果的に「情報の窓」を狭めたり、

閉ざしている現実もあるようです。条例も一つ

の方法ですが、その窓を少しでも広げ、活用す

る工夫が行政、住民双方に求められています。

　岡山市の電子掲示板は、市民相互の情報交換

（情報政策課）スポーツ・文化・学習活動の情報

交換（生涯学習課）まちづくりフォーラム（事

業政策課）や男女共同参画をテーマにしたり、公

民館活動など 8つの窓口が開かれています。他

の自治体に比べて、広く公開され、書き込みも

多く、そこで交わされる住民の声が積極的に行

政に反映しようとする行政の姿勢が、条例制定

の大きな背景にもなっているようです。

開かれた「フォーラム」目指して

　岡山市・有害情報書き込み禁止条例最前線リポート　
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岡山市電子掲示板に係る有害情報の記録行為禁止に関する条例 （抄）

　 （前文略）
　第１条（目的）　この条例は，有害情報の記録行為を禁止し，そのための必要な措置を定める
ことにより，本市が管理する電子掲示板における秩序の維持を図り，もって市民の人権意識の
高揚に寄与することを目的とする。
　第２条（定義）　この条例において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところ
による。
　（１）電子掲示板　（略）
　（２）有害情報　本市が管理する電子掲示板に記録されてはならない情報として，次のいずれ
かに該当する情報をいう。
　　ア　個人のプライバシーを侵害するおそれがあると認められる情報
　　イ　他人を誹謗，中傷すると認められる情報
　　ウ　他人に財産的不利益又は精神的苦痛を与えると認められる情報
　　エ　不当な差別を助長するおそれがあると認められる情報
　　オ　性的好奇心をそそると認められる情報
　　カ　非行・犯罪をあおると認められる情報
　（３）記録行為　本市が管理する電子掲示板に情報を記録することをいう。
　（４）削除　記録行為による情報を不特定又は特定の者が受信することを防止する措置をい
う。
　第３条（有害情報の記録行為の禁止）　何人も有害情報の記録行為を行ってはならない。
　第４条（措置）　市長は，有害情報の記録行為がなされていることを知ったときには，本市が
管理する電子掲示板に定める掲示期間内であっても，当該有害情報の送信を防止するため，当
該有害情報の全部又は一部を削除するものとする。
　２　市長は，営利を目的とする情報，政治的又は宗教的中立性を損なうと認められる情報そ
の他の本市が管理する電子掲示板の設置趣旨に著しく反する内容の情報（有害情報を除く。）に
ついて，本市が管理する電子掲示板に定める掲示期間内であっても，その全部又は一部を削除
することができる。
　３　市長は，前２項の規定に基づき削除を行った場合には，電子掲示板に削除の日時及びそ
の理由を明示しなければならない。
　第５条（公表）　市長は，毎年少なくとも１回，削除の実施状況を公表するものとする。
　第６条（削除情報の復帰）　市長が第４条に基づき削除を行った場合，当該削除の対象となっ
た情報の記録行為を行った者は，その情報が有害情報及び第４条第２項に定める情報のいずれ
にも該当しないことを理由としてのみ，当該削除が行われた日から起算して７日以内に，市長
に対し，当該削除の対象となった情報の復帰の申出を行うことができる。
　２　市長は，前項の規定に基づく申出があった場合には，有害情報審査会（以下「審査会」
という。）への諮問を経て，当該申出について判断するものとする。
　第７条（審査会）　（略）
　第８条（報告の聴取）　市長は，この条例の施行に必要な限度において，次に掲げる者に対
し，質問し，又は報告を求めることができる。
　（１）有害情報の記録行為を行ったと認められる者
　（２）前号に掲げる者のほか，有害情報の記録行為に関与したと認められる者
　２　前項の規定に基づき，質問を受け，又は報告を求められた者は，正当な理由がない限り，
当該質問又は報告に対する回答を拒否してはならない。
　第９条（過料）　第３条の規定に反し有害情報の記録行為を行った者は，５万円以下の過料に
処する。
　第１０条（委任）　この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。
　附　則　この条例は，平成１４年５月１日から施行する。

【参考資料】
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　■ 5/2　喜茂別町　合併シリーズ 12回目　

「広報きもべつ」5月号のダイジェスト版がアッ

プされ、シリーズ市町村合併の12回目が掲載さ

れています（右）。今回は、生涯学習講演会 「市

町村合併とまちづくり」の概要のほか、参加者

を対象にしたアンケート結果、さらに総合計画

まちづくり審議会委員による 「まちづくり懇談

会」の内容などを紹介しています。

　■5/2　遠軽町　合併シリーズ5、6回目　「市

町村合併を考える」シリーズに、第 5回「遠軽

町の合併パターンとは・・・」と、第 6回「仮

に遠軽地区７か町村が合併すると」がアップさ

れています。

　■5/2　名寄市　サンピラーパーク　平成13

年度から平成21年度までの９カ年をかけて造成

する「サンピラーパーク」の施設概要説明ペー

ジがアップされています。

　■5/2　「北海道人」　特集「北の花めぐり」　

北海道情報のポータルサイトと銘打って道庁が

運営する「北海道人」に、特集「北の花めぐり」

がアップされています。

　■5/2　斜里町　海開け春一番 in しれとこ　

ホームページがリニューアルしたようです。開

催中の「海開け春一番 in しれとこ ２００２」の

212ふるさと情報拾い読み
ＨＰ
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詳しい情報などが掲載されています。

　■ 5/2　網走市　レイクサイドパーク・のと

ろ　平成11年度から建設を開始、6月にオープ

ン予定の「レイクサイドパーク・のとろ」情報

がアップされています。能取湖畔に位置し、キャ

ンプ場などが整備されているようです。

　■ 5/2　北海道町村会　町村会が運営する法

務支援室に、法定外目的税条例に関するリンク

集などがアップされています。

　■ 5/2　「行政評価を考える」　札幌市職員の

方の個人ホームページ「行政評価を考える」に、

「行政改革プランなどのページリンク集」がアッ

プされています。

　■ 5/2　自然情報満載　滝上町ホームページ

の「芝ざくら情報」コーナーに、開花宣言がアッ

プされています。２５日ころ

までが見ごろとのことです。

生田原町ホームページに、

「山菜情報」がアップされて

います。「タラの芽が３～４

分咲き」で、あと数日で採り

ごろを迎えるようです。北檜

山町ホームページの「水仙開

花状況」が更新されていま

す。今年は満開をすでに迎え

ています。（アクセスはhttp:/

/com212.comからどうぞ）

　「NEXT212」連載

記事をダイジェスト

版・総集編として1冊

に再編集し、この度

発行しました。地域

の未来につながる合

併論議の参考書とし

て首長、議員、市町村

職員は無論、住民を

含めまちづくりに関わる方々にお勧めします。A4版60ペー

ジ。定価千円（税込・送料別に300円）。お申込みは、電話

（011-761-6039）またはメール（next@com212.com）で。

「市町村合併を考える」シリーズ総集編を発刊
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NEWS
　●5/9　八戸市（青

森県）　「まちの魅力

づくり市民協議会」

発足

　八戸市は、国土交

通省の指定を受けた

「多様な主体の参加

と連携による活力あ
る地域づくりモデル事業」の実施主体となる

「まちの魅力づくり市民協議会」を設立した。

市と地元の大学、商工会議所など11団体の代

表者で構成し、ＮＰＯや学生などの参画によ

り中心市街地を交流拠点として再生させるた

めのプログラムを策定する。

　● 5/8　広島県　ＰＦＩ方式で住宅建設へ

　広島県は、広島市内の県営住宅建設を、ＰＦ

Ｉ方式で進めることになった。設計から造成、

建設工事までを受け持つ企業を募集し、提出

された工事計画書を審査した上で年度内に実

施企業を選定する。完成後、県が施設を買い取

り、管理・運営は共同して行うとともに、管理

費の一部を負担する。コスト削減効果などを

検証した上で、ＰＦＩ方式による事業拡大を

目指す。

　● 5/7　福知山市（京都府）　市民窓口増や

し、業務を効率化

　福知山市は、これまで6カ所だった市役所1

階の市民課の窓口を 9カ所に増設するととも

に、受付番号による呼び出し方式の採用や高

齢者向けのカウンター、椅子の整備など、受け

付け業務を充実させた。住民基本台帳ネット

ワークシステムのスタートなどに合わせて、

プライバシー保護と業務の効率化を進める。

　●5/7　緑町（兵庫県）　「合併考える」住民

●

●

　　　

●
●
●

グループが町長リコール

　緑町広田地区の住民グループ「市町合併を

考える会」は、町選挙管理委員会に、柳田登町

長の解職請求書を提出した。三原郡4町による

合併協議を推進する町長に対して、緑町民に

は洲本市との合併を望む声が強いことを挙げ、

「住民意向を無視した町運営だ」と主張してい

る。今後行われる署名活動で、有権者約5千人

の3分の1以上の有効署名が集まると解職投票

が行われる。

　● 5/2　名田庄村（福井県）　村長が合併問

題に「ハイ答えます」

　下中昭治・名田庄村長は、住民から寄せられ

た市町村合併に関する疑問に対する回答を特

集した冊子「ハイ答えます」を発行した。合併

の賛否については、村議会の議決か住民投票

にゆだねるべきかなどを住民に問うアンケー

トを実施する考えを示す一方、2005年の特例

法期限にとらわれての拙速は避けるべきだと

している。

　● 5/1　足利市（栃木県）　合併、行革など

テーマに全市議参加の研究会

　足利市議会は、31人の議員全員参加による、

「未来構想」「市町村合併」「行政改革」の 3研

究会を設置した。将来のまちづくりの在り方

や市町村合併、市行政の効率化などの行政課

題を、会派を超えて幅広い視点で研究するの

が目的。テーマに沿って、各議員がそれぞれ関

心のある研究会に参加する。

　●5/1　滋賀県　県と市町村結ぶ「おうみ自

治体ネット」スタート

 　滋賀県庁と県内50市町村を光ファイバーの

専用線で相互に結ぶ「おうみ自治体ネット」の

運用がスタートした。電子メールの交換、電子

掲示板、電子会議などの機能を備える。各庁間

の事務連絡や照会・回答などに活用し、省資源

化とコスト削減効果も狙う。

（詳細情報はNEXT編集室へ）

●
●

INFORMATION
　本誌の継続配信のご希望の場合は、下記
へどうぞ。（配信は無料です）
　事務局：電話 011（761）6039
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　2002年4月1日現在の日本の子供の数(15歳

未満)は前年より 20万人少ない 1817万人で、

21年連続の減少となった。総人口に占めるこ

どもの割合は14.3％(前年比-0.2ポイント)で、

28年連続減少の過去最低を記録した。

　全人口に占める子供の割合は、戦後の第１

次ベビーブーム以降の出生児数の減少を反映

して50年代から低下し、66年には24.8％と４

分の１を下回った。70 年代初めの第２次ベ

ビーブームを経て再び低下傾向が続いている。

　都道府県別では、沖縄県が 19.7％で最も高

く，東京都が11.9％で最低。北海道（13.7％）

高知（13.5％）など14都道府県が全国平均を

下回っている。

　国立社会保障・人口問題研究所の将来推計

人口によると、子供の割合は2005年に14％，

2014年には 13％を下回ると見込まれている。

　子供の割合を諸外国と比較すると、インド

やブラジルの半分以下で、イタリアと並び最

も低い水準にある。

（総務省統計局のデータから）

（％）


